
 

2012 年 11 月 30 日 

 

「証券化市場の残高調査」の実施について 

 

 

本協会の「証券化商品に関するワーキング・グループ」（注１）において、証券化市場の動向に

関する情報発信の充実を図ることが、証券化市場の透明性向上の観点から有用であるとの議論が

行われました。本調査は、それを踏まえて、「証券化市場の動向調査」（注２）から得られるフロ

ーに関する情報（発行高）に加え、証券化市場のストックに関する情報（残高）を発信するとい

う目的から実施するものです。 

具体的には、半期毎に証券化商品の残高について、報告者から報告を受けたもの等をとりまとめ、

その結果を本協会のホームページを通じて公表します。 

本協会としては、本調査の運営にあたり、引き続き幅広い市場関係者のご理解、ご協力を願うと

ともに、本調査が市場における情報開示の充実の後押しとなることを期待しています。  

 

 

調査対象：    ・住宅金融支援機構債券以外については、本協会と一般社団法人全国銀行協

会が実施している「証券化市場の動向調査」に基づき公表されている証券化

商品（2004 年 4 月以降に発行されたもの） 

・住宅金融支援機構債券については、現存するすべての案件 

 

調査・公表頻度： 半期ごと（原則として、３月末、９月末時点で存在する証券化商品の残高に

ついて翌々月末をめどに公表） 

 

報告者： 「証券化市場の動向調査」において報告を受けた「アレンジャー等」の欄に

記載された会社及び格付会社等をもとに本協会が依頼を行う会社 

 

（注１） 証券化商品の販売等に関する規則等の見直しに関する検討を行うほか、我が国証券化

市場の発展に資する検討を行うことを目的として、2009 年７月 31 日に金融商品委員

会（現 金融商品分科会） の下部組織として設置されました。 

 

（注２） 本協会は 2006 年４月から一般社団法人全国銀行協会と共同で標記の調査を実施して

います。証券化市場フォーラムにおける議論等を踏まえ、日本銀行が 2004 年５月か

ら 2006 年３月まで時限的措置として実施していた調査を引き継いだものです。 

 

 

以上 


